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総⼈⼝の推移（1950〜2065年）1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み
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出⽣中位

出⽣⾼位

出⽣低位

2065年：
9,490万⼈

2065年：
8,808万⼈

2065年：
8,213万⼈

2015年：
12,709万⼈

資料：総務省統計局「国勢調査」「⼈⼝推計」，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」，上記はいずれも死亡中位の推計。

2040年：
10,833万⼈

2040年：
11,092万⼈

2040年：
11,374万⼈

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－１（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所提出資料）
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出⽣数と死亡数の推移（1950〜2065年）
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資料：厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」出⽣中位・死亡中位推計。

2015年：
1,005,677⼈

2015年：
1,290,444⼈

2065年：
556,574⼈

2065年：
1,556,543⼈

2040年：
1,679,246⼈

2040年：
742,170⼈

1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－１（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所提出資料）
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年齢3区分別⼈⼝割合の推移（1950〜2065年）
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資料：総務省統計局「国勢調査」，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」出⽣中位・死亡中位推計。

35.4％

59.7％

4.9％

60.8％

12.5％

26.6％

10.2％

51.4％

38.4％

0～14歳

15～64歳

65歳以上

10.8％

35.3％

53.9％

18.2％

12.1％

69.7％

1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－１（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所提出資料）
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2015年と2040年の⼈⼝ピラミッド

出生数 2015年※１ 2040年※１

団塊の世代
1947～49年生まれ

267.9万人

～269.7万人

215.2万人 80.4万人

66～68歳 91～93歳

団塊ジュニア
1971～74年生まれ

200.1万人

～209.2万人

198.9万人 182.7万人

41～44歳 66～69歳

【参考】
2013～15年生まれ

100.4万人

～103.0万人

98.2万人 102.7万人※２

0～2歳 25～27歳 出典：出生数は厚生労働省「人口動態統計調査」から作成、
2015年、2040年人口は「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）か
ら作成

※１ 2015年、2040年の各世代人口は各年齢の平均を記載。

※２ 日本の将来推計人口は、国籍に関わらず日本に在住する総人口を推計の対象として
おり、国際人口移動率（数）を仮定して推計を実施している。

団塊世代
215.2万人

団塊ジュニア
198.9万人

2013～15年生まれ

98.2万人

団塊世代
80.4万人

団塊ジュニア
182.7万人

2013～15年生まれ

102.7万人※2

2015年 2040年

（1.64
）
（1.43
）
（1.24
）

1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み

出典：第32次地⽅制度調査会第１回専⾨⼩委員会資料（２０４０年頃までに想定される各⾏政分野の課題等について）
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東京⼀極集中と⼈⼝減少地域の増加

18.7％ 32.3％ 28.5％ 17.5％ 3.1％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2050年

無居住化 50％以上減少 30％以上減少

30％未満減少

増加
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40
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⾸都圏への⼈⼝集中・欧⽶諸国との⽐較
日本（東京）

英国（ロンドン）

イタリア（ローマ）

フランス（パリ）

ドイツ（ベルリン）

アメリカ（ニュー

ヨーク）

（首都圏人口／総人口、％）

（年）

（資料出所等）
左上図：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（2010年―2018

年・日本人移動者）」。なお、東京圏は東京都・神奈川県・埼玉県・
千葉県の合計、名古屋圏は愛知県・岐阜県・三重県の合計、大阪
圏は大阪府・兵庫県・京都府・奈良県の合計。

左下図：国土交通省国土政策局「国土のグランドデザイン2050」（平成
26年７月４日）の関連資料。

右図：総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等より、国土交通
省国土政策局作成。なお、データは2015年対比の計数であること
に留意。

住⺠基本台帳転出⼊超過数

○人口流入によって東京圏に人口が集中。国際的にも、首都圏への人口集中の度合いが強い。
○一方、2050年には、全国の約半数の地域で人口が50％以上減少し、うち２割では無居住化。

人口増減割合別の地点数（１kmメッシュベース）

全国の約半数の地域（有人メッシュの51％）で人口が半減

1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－２（内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局提出資料）を⼀部加⼯

6

東京圏への転⼊超過数

○ 東京圏への転入超過数の大半を10代後半、20代の若者が占めており、大学等への進学や就職が一つ
のきっかけになっているものと考えられる。
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資料出所：総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告」（2010年―2018年/⽇本⼈移動者）

2018年

1(1) ⼈⼝構造 ①⼈⼝構造等の変化の⾒込み

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－２（内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局提出資料）を⼀部加⼯
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公⽴⼩・中学校の数と児童⽣徒数の推移1(1)⼈⼝構造 ③年少⼈⼝

小学校

中学校

出典：学校基本調査
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H30年度 約298万人

H元年度 約539万人

H元年度 10,578校

H20年度 約330万人

H20年度 22,197校

H20年度 約700万人

H20年度 10,104校

年度

年度

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料２－１（⽂部科学省初等中等教育局提出資料）を⼀部加⼯
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公⽴⼩・中学校の学級規模別学校数(割合)の推移1(1)⼈⼝構造 ③年少⼈⼝

出典：学校基本調査

※グラフ中の（ ）内の数字は全体の学校数（０学級の学校数を除く）に占める割合
※学校数は本校と分校の合計数
※特別支援学級を含む

9.4 %

13.5 %

14.9 %
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30.6 %
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0.6 %

2.2 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成３０年度

平成２０年度

平成１０年度

平成元年度

５学級以下 ６～１１学級 １２～１８学級 １９～２４学級 ２５～３０学級 ３１学級以上

(7,457) (6,755) (3,964) (1,838) (532)

(3,527)

(1,347)
(3,163)

(5,859)

(6,598)(1,825)

‐598校

‐1,913校
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(公立24,335校)
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(3,789)
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(8,544)
(7,453) (3,214) (865)

(6,402)

(134)

(3,276)(7,585) (1,281)

(557)

(327)

標準規模

【学校教育法施行規則第４１条】

小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、地域
の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

(182 )
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(227 )

(315 )

(1,720 )

(1,975 )

(1,852 )

(1,735 )

(2,918 )

(3,284 )
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(2,362 )
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(3,500 )

(2,781 )

(1,116 )
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(2,017 )
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(228 )

(339 

(1,025 )

(41 )

(14 )

(37 )
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成３０年度

平成２０年度

平成１０年度

平成元年度

１～２学級 ３～５学級 ６～１１学級 １２～１８学級 １９～２４学級 ２５～３０学級 ３１学級以上

16.5% 9.7%19.1%26.4%22.4%

2.2% 28.4%

17.7%

‐99校

‐409校

‐696校

3.0% 2.9%

19.7%

33.5% 14.6% 3.3%

10.4%32.6%

32.8%
2.2%

2.3%

0.1%

0.4%

12.0%
32.7%31.2%

18.0%
1.9% 3.2%

(公立10,542校)

(公立10,443校)

(公立10,034校)

(公立9,338校)

標準規模

【学校教育法施行規則第７９条（同規則第４１条を準用）】
中学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、地
域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。

小学校

中学校

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料２－１（⽂部科学省初等中等教育局提出資料）を⼀部加⼯
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9

公⽴⾼等学校⽣徒数・学校数1(1)⼈⼝構造 ③年少⼈⼝

生徒数

学
校
数
／
校

生
徒
数
／
人

平成元年 403万人

平成30年 218万人

平成30年 3,559校

平成元年 4,183校

学校数

平成元年

出典：学校基本調査

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料２－２（⽂部科学省⾼等教育局提出資料）を⼀部加⼯

10

⼤学進学者数等の将来推計1(1)⼈⼝構造 ③年少⼈⼝
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推計値実績値

★18歳人口のピーク

205

■18歳人口

■大学進学者数

―大学進学率
★大学進学者数のピーク

 18歳人口が減少し続ける中でも、大学進学率は一貫して上昇し、大学進学者数も増加傾向にあったが、
2018年以降は18歳人口の減少に伴い、大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少局面に突入すると予測される。

18歳人口は1992年をピークに減少

大学進学率は一貫して右肩上がり

大学進学者数は近年微増傾向であったが、2017年をピークに減少局面に入ると予測。

【出典】○18歳人口：①1980年～2017年…文部科学省「学校基本統計」、②2018年～2029年…文部科学省「学校基本統計」を元に推計、③2030～2034年…厚生労働省「人口動態統計」の出生数に生存率を乗じて推計、
④2035～2040年については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成（2034年の都道府県比率で案分）
○大学進学者数及び大学進学率：①1980～2017年…文部科学省「学校基本統計」、②2018年～2040年…文部科学省による推計

18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数、中等教育学校前期課程
修了者数及び義務教育学校卒業者数

大学進学率 ＝ 当該年度の大学進学者数
18歳人口

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料２－２（⽂部科学省⾼等教育局提出資料）を⼀部加⼯
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地⽅における⼈⼿不⾜の現状1(1)⼈⼝構造 ④⽣産年齢⼈⼝

○ 企業の人手不足感が高まっており、今後成長制約となる可能性がある。とりわけ、地方において大
多数を占める中小企業は、大企業に比べて人手不足感がより深刻となっていることに、注意が必要で
ある。

従業員数

299人以下 300人以上

東京圏 993,372社 （24.2%) 6,794社 (40.1%)

地方圏 3,111,369社 (75.8%) 10,133社 (59.9%)

合計 4,104,741社 (100.0%) 16,927社 (100.0%)

＜東京圏・地方圏別従業員別企業数＞※１

※１：内閣府男女共同参画局「平成26年４月基本問題・影響調査専門調査会資料」より内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局にて作成
※２ リクルートワークス研究所「大卒求人倍率調査（2019年卒）」

従業員数299人以下 従業員数300人以上

＜従業員規模別大卒予定求人数・就職希望者数推移＞※２

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料１－２（内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局提出資料）を⼀部加⼯

12

労働市場の未来推計（2030年）（職業別）1(1)⼈⼝構造 ④⽣産年齢⼈⼝

出典：第32次地⽅制度調査会第９回専⾨⼩委員会資料１（中央⼤学教授 阿部正浩⽒提出資料）



就業者数の推移と⾒通し（産業別）1(1)⼈⼝構造 ④⽣産年齢⼈⼝

13
出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）

14

農業労働⼒の⾒通し1(1)⼈⼝構造 ④⽣産年齢⼈⼝

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料３－２（農林⽔産省提出資料）



⾼齢者数・死亡者数の⾒通し1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

15
出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）

2015〜2040の各地域の75歳以上⼈⼝の状況1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

16
出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）



医療・介護の患者数・利⽤者数及び就業者数の⾒通し1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

17出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）

世帯構成の推移と⾒通し1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

18出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）を⼀部加⼯



年齢階級別 所定内給与額の変化と要因（男性⼀般労働者）1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

19
出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）

2040年頃を展望した社会保障改⾰の新たな局⾯と課題1(1)⼈⼝構造 ⑤⾼齢者⼈⼝

20
出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）
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社会資本の⽼朽化の現状１(2) インフラ・空間

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、
建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
※施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、

ここでは便宜的に建設後５０年で整理。

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

２０１８年３月 ２０２３年３月 ２０３３年３月

道路橋
［約７３万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋）］

約２５％ 約３９％ 約６３％

トンネル
［約１万１千本注2）］

約２０％ 約２７％ 約４２％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設注3）］

約３２％ 約４２％ 約６２％

下水道管きょ
［総延長：約４７万ｋｍ注4）］

約４％ 約８％ 約２１％

港湾岸壁
［約５千施設注5）（水深－４．５ｍ以深）］

約１７％ 約３２％ 約５８％

注１） 道路橋約７３万橋のうち、建設年度不明橋梁の約２３万橋については、割合の算出にあたり除いている。（2017年度集計）
注２） トンネル約１万１千本のうち、建設年度不明トンネルの約４００本については、割合の算出にあたり除いている。 （2017年度集計）
注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む。（ ５０年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は

約５０年以上経過した施設として整理している。） （2017年度集計）
注４） 建設年度が不明な約２万ｋｍを含む。（３０年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０年以上経過した施設

として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。） （ 2017年度集計）
注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。 （2017年度集計）

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料１－３（国⼟交通省総合政策局社会資本整備政策課・公共事業企画調整課提出資料）を⼀部加⼯

22

県庁所在地における⼈⼝とDID⾯積の推移

0 10 20 30 40 50
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0 10 20 30 40
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2045

県庁所在地の人口の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（人口 単位：万人）

（年）

県庁所在地のDID面積の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（年）

（面積 単位：km2）

1970年→2015年
DID面積は倍増

〈１都市あたりの平均人口〉

1970年→2015年
人口は約２割増加

約45年前の
1970年と同水準

〈１都市あたりの平均DID面積〉

出典：国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成３０年３月推計）

○ 多くの地方都市では、

・急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下

・住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成

・厳しい財政状況下で、拡散した居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難になりかねない状況に
ある。

○ こうした状況下で、今後も都市を持続可能なものとしていくためには、都市の部分的な問題への対症療法
では間に合わず、都市全体の観点からの取り組みを強力に推進する必要。

１(2) インフラ・空間

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料１－１（国⼟交通省都市局提出資料）を⼀部加⼯
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空き地・空き家の状況

○ 全国の空き地は増加傾向。特に過去１０年間で空き地面積は約２割増。

○ 直近の空き家総数（＝広義の空き家数）は846万戸（H30）で、過去20年で約1.5倍に増加（576万戸→846万戸）。

２８％増
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【全国の空き地面積と空き地率】
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⾯
積

（出典）国土交通省「土地基本調査」

（注１）本調査における「空き地」には原野、荒れ地、池沼などを含む
（注２）2008年の数値は過小推計となっている可能性があることに留意。

※「空き地率」＝①＋②
①法人土地・建物基本調査における「空き地」／「宅地など」
「空き地」：空き地（未着工の建設予定地を含む）
「宅地など」：農地、林地、鉄道・送配電等用以外の土地。工業用地、駐車場、資材置場、空地、墓地、
公園、原野などが含まれる。

②住宅・土地統計調査における「利用していない」／「宅地など」
「利用していない」：空き地、原野など、特に利用していない土地（荒れ地、池沼などを含む。）
「宅地など」：現住居の敷地、住宅用地、事業用地、原野、荒れ地、湖沼などの土地（農地・山林以外）

18.6%増

[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が

長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

【出典】：住宅・土地統計調査（総務省）

【空き家の種類別の空き家数の推移】
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１(2) インフラ・空間

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料１－１（国⼟交通省都市局提出資料）を⼀部加⼯

24

拡⼤し続ける市街地の状況１(2) インフラ・空間

出典：第32次地⽅制度調査会第８回専⾨⼩委員会資料３（東洋⼤学教授 野澤千絵⽒提出資料）
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2030年代に実現したい未来の姿①（⼈づくり）１(3) 技術・社会等 ①技術の進展

総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会「未来をつかむTECH戦略」

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料１（東京藝術⼤学客員教授 ⾕川史郎⽒提出資料）

26

2030年代に実現したい未来の姿②（地域づくり）１(3) 技術・社会等 ①技術の進展

総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会「未来をつかむTECH戦略」

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料１（東京藝術⼤学客員教授 ⾕川史郎⽒提出資料）
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2030年代に実現したい未来の姿③（産業づくり）１(3) 技術・社会等 ①技術の進展

総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会「未来をつかむTECH戦略」

出典：第32次地⽅制度調査会第10回専⾨⼩委員会資料１（東京藝術⼤学客員教授 ⾕川史郎⽒提出資料）

28

⼥性・⾼齢者の年齢別就業率１(3) 技術・社会等 ②ライフコースや価値観の変化・多様化

出典：第32次地⽅制度調査会第２回専⾨⼩委員会資料３（厚⽣労働省提出資料）
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⽥園回帰の状況①１(3) 技術・社会等 ②ライフコースや価値観の変化・多様化

■総務省「田園回帰研究会」報告（国勢調査の過疎地域の個票分析）

■移住者（過疎地域住民で５年前は「大都市」居住）の増加地域
・移住者増加地域は3.7倍（2000～05年⇒2010～20年）

全1523地区中、108区域（7.1％）→397区域（26.1％）

・全地域で増加（特に中国、四国で急増）

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料１（明治⼤学教授 ⼩⽥切徳美⽒提出資料）を⼀部加⼯
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0 200km

     4
     3
     2
-9,999

 

H12→H22のみ増加 （88）

都市部からの移住者数の増減

H12→H22→H27連続で増加 （20）
H22→H27のみ増加 （377）

H12→H22→H27連続で減少 （1038）

※（ ）内は該当区域数（全1523区域）

非過疎区域

■地域別動向（総括図）

・西日本 ・県境
・離島 ・被災地

⇒全体的に「まだら状」

〇過疎地域の区域における都市部からの移住者数
の増減（2000年・2010年・2015年国勢調査の
移住者数の増減）

※区域は平成12年4月1日時点の市町村の区域。

⽥園回帰の状況②１(3) 技術・社会等 ②ライフコースや価値観の変化・多様化

出典：第32次地⽅制度調査会第13回専⾨⼩委員会資料１（明治⼤学教授 ⼩⽥切徳美⽒提出資料）を⼀部加⼯
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近い将来想定される⼤規模地震１(3) 技術・社会等 ③災害リスクの⾼まり

千島海溝で発生するM8.8以上の地震の
30年以内の発生確率：７％～４０％ など

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下の地震

南関東地域におけるM7クラスの地震の
30年以内の発生確率：70％程度

M7クラスの直下地震

我が国の中枢機能の被災が懸念
老朽木造市街地や文化財の被災が懸念

南海トラフで発生するＭ８からＭ９クラスの地震
の30年以内の発生確率：70％～８０％

海溝型地震

直下型地震

M8クラスの海溝型地震
・大正関東地震タイプ など

M8クラスの海溝型地震の30年以内の地震
発生確率：ほぼ０～６％程度 など

南海トラフ地震
・東海、東南海、南海地震の単独、２連動、３
連動の地震、最大クラスの地震

首都直下地震

西日本全域に及ぶ超広域震災

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料２－１（内閣府提出資料）

⼤規模災害の被害想定から算出した応急仮設住宅の必要量の推計１(3) 技術・社会等 ③災害リスクの⾼まり
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【応急借上住宅供与戸数（可能な限り賃貸用空き家で対応した場合）及び応急建設住宅必要戸数】

 既存住宅ストックを活用した応急借上住宅は建設型に比べ短期間で提供が可能である。
東日本大震災においては、全壊・半壊併せて約40万戸の住家被害が発生し、約12万戸の応急仮設住宅が提供されたが、 そのうち、応急借
上住宅は約7万戸。

 首都直下地震では約66万～94万戸、南海トラフ巨大地震では約105万～205万戸の応急仮設住宅が必要になると見込まれる。
 可能な限り賃貸用の空き家を活用する場合、首都直下地震の被害が想定される地域では約87万戸、南海トラフ巨大地震の被害が想定され

る地域では約121万戸の民間賃貸住宅を応急借上住宅として活用することとなり、自治体の事務手続きの負担は膨大になると想定。
 応急仮設住宅の必要戸数について可能な限り賃貸用の空き家を活用したとしても、首都直下地震では、東京都において約8万戸、南海トラ

フ巨大地震では、中部地方で約37万戸、四国地方で約25万戸、近畿地方で約19万戸、九州地方では約4万戸の応急建設住宅が必要。

首都直下
地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

茨城県 3,754 79,100 3,754 －

栃木県 207 62,200 207 －

群馬県 239 59,600 239 －

埼玉県 110,114 170,300 110,114 －

千葉県 69,473 159,500 69,473 －

東京都 567,050 489,600 489,600 77,450

神奈川県 192,906 248,400 192,906 －

山梨県 5 30,000 5 －

静岡県 5 110,600 5 －

計 943,753 1,409,300 866,303 77,450

南海トラフ
巨大地震

応急仮設住宅
想定必要戸数

賃貸用の住宅
空き家戸数※１

応急借上住宅
供与戸数※２

応急建設住宅
必要戸数※３

関東地方 47,907 1,350,600 47,907 －

中部地方 743,849 445,700 377,788 366,061

近畿地方 705,123 561,900 517,241 187,882

中国地方 107,628 176,300 107,628 －

四国地方 338,689 92,800 92,800 245,889

九州・沖縄地方 109,486 323,700 65,030 44,456

計 2,052,680 2,951,000 1,208,394 844,288

※１・・・総務省「平成25年住宅土地統計調査」（腐朽・破損なしの戸数）
※２・・・可能な限り賃貸用空き家で対応した場合で各県ごとの戸数を合計したもの。実際には、既存の空き家が全て応急借り上げ住宅として活用できるわけではない。
※３・・・ブロック内で必要戸数を確保しようとする場合。

南海トラフ地震については、平成15年当時に既往最大として想定したM8.7をレベル１の地震、四国全域と中部・近畿・九州の一部が震源域に入る理論上
最大のM9.0をレベル２の地震とした場合に、より現実的なレベル１の地震の際に被害をゼロにするような対策を講じ、その際に最低限必要となる需要に基
づいた住まいの確保策を検討する必要があるのではないかとの指摘があった。南海トラフ地震について、より現実的なレベル１の地震の際の全壊棟数は
約49万～96万棟と推計されている。

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料２－１（内閣府提出資料）
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2040年における避難⾏動要⽀援者の増加１(3) 技術・社会等 ③災害リスクの⾼まり

【防災】 高齢化の進展により、避難行動要支援者（高齢者（※１））が増加する一方、避難支援等
関係者が減少することとなり、避難支援等関係者の負担が増加する。

出典：総人口、65歳以上人口は「日本の将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から作成
2017年の要支援者数は「避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果」（平成29年11月２日消防庁）から作成

（※１） 避難行動要支援者とは、「避難に支援を要する者」として各自治体が地域防災計画に定めている者をいい、必ずしも65歳以上の高齢者すべてが含まれるものではなく、障害者等の
高齢者以外の者も含まれている。上表における2040年の要支援者数は、65歳以上人口の増加率を乗じたものであり、実際の要支援者数とはかい離がある。

（※２） [支援者数] ＝ （[総人口] - [要支援者数] - [０～１４歳人口]） ÷ [要支援者数]
（出典：[０～１４歳人口]は「日本の将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から作成）

首都直下地震・南海トラフ地震防災対策推進地域指定を県内すべての市町村が受けている自治体

総人口（千人） 65歳以上人口（千人） 要支援者数（千人） 支援者数（※２）（１人当たり・人）

15年 40年 増加率 15年 40年 増加率 17年 40年 17年 40年 増加率

埼玉県 7,267 6,721 0.925 1,804 2,298 1.274 444 566 13.3 9.6 0.722

千葉県 6,223 5,646 0.907 1,611 1,973 1.225 249 305 20.9 15.6 0.745

東京都 13,515 13,758 1.018 3,066 3,996 1.303 577 752 19.8 15.4 0.778

神奈川県 9,126 8,541 0.936 2,178 2,868 1.317 433 570 17.4 12.4 0.710

首都直下合計 36,131 34,666 0.959 8,659 11,135 1.286 1,703 2,193 17.662 13.140 0.744

静岡県 3,700 3,094 0.836 1,029 1,161 1.128 372 420 7.7 5.6 0.727

愛知県 7,483 7,071 0.945 1,782 2,238 1.256 490 615 12.2 9.1 0.750

三重県 1,816 1,504 0.828 507 554 1.093 143 156 10.1 7.6 0.753

滋賀県 1,413 1,304 0.923 341 427 1.252 166 208 6.9 4.5 0.651

奈良県 1,364 1,066 0.782 392 424 1.082 84 91 13.2 10.6 0.803

和歌山県 964 734 0.761 298 286 0.960 50 48 15.9 12.7 0.795

徳島県 756 574 0.759 234 230 0.983 60 59 10.2 7.8 0.767

香川県 976 815 0.835 292 301 1.031 35 36 23.3 19.1 0.819

愛媛県 1,385 1,081 0.781 424 432 1.019 107 109 10.4 7.9 0.764

高知県 728 536 0.736 240 221 0.921 58 53 10.1 8.1 0.798

宮崎県 1,104 877 0.794 326 339 1.040 38 40 24.1 18.5 0.769

南トラ合計 21,689 18,656 0.860 5,865 6,613 1.128 1,603 1,835 10.8 8.1 0.747

全国 127,095 110,919 0.873 33,868 39,206 1.158 7,369 8,531 14.1 10.6 0.753

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料２－１（内閣府提出資料）

救急業務における課題１(3) 技術・社会等 ③災害リスクの⾼まり
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○高齢化の進展等を背景とした救急出動件数の増加と比較して、救急隊数は増加していない

○病院収容所要時間・現場到着所要時間ともに延伸

→ 住民が急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうがいいのか、今すぐ病院に行ったほう
がいいのかなど迷った際の相談窓口として♯7119を設置 → 14地域で実施（ H31.4.1現在）

消防本部規模別 １消防本部あたり
救急搬送人員数の推移

「◆」はピークを示す
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年齢階層別 搬送割合

高齢者ほど
搬送率は高い

年間で救急搬送された割合を
年齢階層別に算出

出典：第32次地⽅制度調査会第４回専⾨⼩委員会資料２－２（総務省消防庁提出資料）



75歳以上⼈⼝増減率と15〜74歳⼈⼝増減率（2015年→2040年）２(1)地域ごとに異なる変化・課題の現れ⽅の例
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75歳以上人口増減率（2015年→2040年）

～▲50% ▲50%～▲25% ▲25%～±0% ±0%～＋25% ＋25%～＋50% ＋50%～＋75% ＋75%～＋100% ＋100%～＋125% ＋125%～＋150%

１
５
～
７
４
歳
人
口
増
減
率

＋25%～

2団体 (0.1%)

20.0万人 (0.2%)
→26.5万人 (0.2%)

1団体 (0.1%)

24.3万人 (0.2%)
→32.3万人 (0.3%)

±0%～＋25%

5団体 (0.3%)

105.7万人 (0.8%)
→113.1万人 (1.0%)

11団体 (0.7%)

283.5万人 (2.3%)
→312.0万人 (2.8%)

14団体 (0.8%)

237.3万人 (1.9%)
→255.4万人 (2.3%)

16団体 (1.0%)

328.6万人 (2.6%)
→359.3万人 (3.3%)

4団体 (0.2%)

34.9万人 (0.3%)
→39.0万人 (0.4%)

2団体 (0.1%)

10.9万人 (0.1%)
→12.8万人 (0.1%)

▲25%～±0%

1団体 (0.1%)

0.1万人 (0.0%)
→0.1万人 (0.0%)

56団体 (3.3%)

663.0万人 (5.3%)
→578.3万人 (5.3%)

180団体 (10.7%)

3070.5万人 (24.5%)
→2794.5万人 (25.5%)

146団体 (8.7%)

2985.2万人 (23.8%)
→2810.8万人 (25.7%)

43団体 (2.6%)

901.5万人 (7.2%)
→867.1万人 (7.9%)

7団体 (0.4%)

45.7万人 (0.4%)
→44.9万人 (0.4%)

3団体 (0.2%)

19.3万人 (0.2%)
→20.0万人 (0.2%)

▲50%～▲25%

16団体 (1.0%)

2.8万人 (0.0%)
→1.6万人 (0.0%)

209団体 (12.4%)

415.2万人 (3.3%)
→267.3万人 (2.4%)

368団体 (21.9%)

1489.2万人 (11.9%)
→1062.2万人 (9.7%)

163団体 (9.7%)

1053.0万人 (8.4%)
→798.7万人 (7.3%)

54団体 (3.2%)

394.2万人 (3.1%)
→309.9万人 (2.8%)

7団体 (0.4%)

22.8万人 (0.2%)
→17.9万人 (0.2%)

3団体 (0.2%)

18.0万人 (0.1%)
→14.7万人 (0.1%)

▲75%～▲50%

7団体 (0.4%)

1.7万人 (0.0%)
→0.6万人 (0.0%)

102団体 (6.1%)

48.3万人 (0.4%)
→22.4万人 (0.2%)

191団体 (11.4%)

237.1万人 (1.9%)
→127.5万人 (1.2%)

52団体 (3.1%)

82.3万人 (0.7%)
→47.1万人 (0.4%)

7団体 (0.4%)

9.8万人 (0.1%)
→5.7万人 (0.1%)

7団体 (0.4%)

12.2万人 (0.1%)
→7.1万人 (0.1%)

～▲75%

2団体 (0.1%)

0.3万人 (0.0%)
→0.1万人 (0.0%)

3団体 (0.2%)

0.6万人 (0.0%)
→0.2万人 (0.0%)

出典：第32次地⽅制度調査会
第15回専⾨⼩委員会資
料１－４を⼀部加⼯

団体数 2015年人口 特別区 指定都市 中核市 一般市 町村

①15～74歳人口増加、75歳以上人口急増（25％以上の増） 50
(3.0％）

939万人
（7.5％）

11 2 0 20 17

②15～74歳人口減少（25％未満の減）、75歳以上人口急増（25％以上の増） 379
（22.5％）

7,022万人
（56.1％）

4 18 37 213 107

③15～74歳人口急減（25％以上の減）、75歳以上人口急増（25％以上の増） 241
（14.3％）

1,510万人
（12.1％）

0 0 8 120 113

④15～74歳人口急減（25％以上の減）、75歳以上人口安定（25％未満の増減） 820
（48.8％）

2,224万人
（17.8％）

0 0 5 316 499

⑤15～74歳人口急減（25％以上の減）、75歳以上人口急減（25％以上の減）
130

（7.7％）
54万人
（0.4％）

0 0 0 8 122

－15～74歳人口安定（25％未満の増減）、75歳以上人口安定（25％未満の増減）
62

（3.7％）
769万人
（6.1％）

8 0 5 27 22

1,682 12,518万人 23 20 55 704 880

※　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30.3）」から作成。地域別将来推計人口では福島県内市町村は推計がないため、市区町村数の合計は1,682としている。境界線上に位置する場合は、上位に分類している。

2040年人口

1,037万人

6,537万人

計

1,154万人

1,504万人

25万人

691万人

10,949万人

埼⽟県の場合２(1)地域ごとに異なる変化・課題の現れ⽅の例

36

① 15～74歳人口増加、75歳以上人口急増（25％以上の増）
② 15～74歳人口減少（25％未満の減）、75歳以上人口急増（25％以上の増）
③ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急増（25％以上の増）
④ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）
⑤ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急減（25％以上の減）
－ 15～74歳人口安定（25％未満の増減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）

凡例

75歳以上⼈⼝増減率と15〜74歳⼈⼝増減率（2015年→2040年）

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－４



東京都（島嶼部を除く）の場合２(1)地域ごとに異なる変化・課題の現れ⽅の例

37

75歳以上⼈⼝増減率と15〜74歳⼈⼝増減率（2015年→2040年）

① 15～74歳人口増加、75歳以上人口急増（25％以上の増）
② 15～74歳人口減少（25％未満の減）、75歳以上人口急増（25％以上の増）
③ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急増（25％以上の増）
④ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）
⑤ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急減（25％以上の減）
－ 15～74歳人口安定（25％未満の増減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）

凡例

広島県の場合２(1)地域ごとに異なる変化・課題の現れ⽅の例

75歳以上⼈⼝増減率と15〜74歳⼈⼝増減率（2015年→2040年）

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－４

① 15～74歳人口増加、75歳以上人口急増（25％以上の増）
② 15～74歳人口減少（25％未満の減）、75歳以上人口急増（25％以上の増）
③ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急増（25％以上の増）
④ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）
⑤ 15～74歳人口急減（25％以上の減） 、75歳以上人口急減（25％以上の減）
－ 15～74歳人口安定（25％未満の増減） 、75歳以上人口安定（25％未満の増減）

凡例
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地域の状況に関する将来推計データの作成事例２(2) 地域ごとの⻑期的な⾒通しの必要性

未来カルテ

〇 全市町村について、各種統計データを用いて、現在の人口減少・高齢化傾向が継続した場合の
2040年の人口や産業、保育、教育、医療・介護、公有施設・道路、財政等の地域の状況を予測し
た結果を示すもの。プログラムが公開されており、無料でダウンロードが可能。

〇 全国、都道府県、人口集中市町村、過疎市町村の集計版により、全国的な課題の把握も可能。

新潟市地域カルテ

〇 各地域で10年後、20年後の姿を見据えた取組を検討する際の基礎資料として、中学校区単位で将
来人口を推計するとともに、健康データや公共施設の配置状況などをとりまとめ、「見える化」
したもの。

〇 10年先、20年先の地域を見据えた地域のまちづくりに関する住民同士の議論を深めていくための
ツールとして、市内の87のまちづくりセンターの区域ごとに将来人口や統計情報（小中学校ごと
の児童・生徒数の推移、事業所数、町内会加入世帯数・加入率、居住形態等）などを基にグラフ
等で現状を分析したもの。

札幌市戦略的地域カルテ

※第32次地方制度調査会第８回専門小委員会資料２参照

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－１（参考資料）を⼀部加⼯

40

地域の状況に関する将来推計データの作成事例（未来カルテ）

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－１（参考資料）を⼀部加⼯

２(2) 地域ごとの⻑期的な⾒通しの必要性
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中学校区単位で、公共施設の配
置状況に加え、コストや利⽤情報
を分析。

中学校区単位で、年齢３区分別
⼈⼝推移を算出。

地域の状況に関する将来推計データの作成事例（新潟市地域カルテ）

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－１（参考資料）を⼀部加⼯

２(2) 地域ごとの⻑期的な⾒通しの必要性

42

地域の状況に関する将来推計データの作成事例（札幌市戦略的地域カルテ・マップ）

出典：第32次地⽅制度調査会第15回専⾨⼩委員会資料１－１（参考資料）を⼀部加⼯

２(2) 地域ごとの⻑期的な⾒通しの必要性
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